
平成17年12月期　第３四半期財務・業績の概況（個別）
 平成17年11月１日

上場会社名 株式会社 船井財産コンサルタンツ （コード番号：８９２９　東証マザーズ）

（ＵＲＬ　http://www.funai-zc.co.jp/　）  

問合せ先　　代表取締役社長  平林良仁 　ＴＥＬ：（０３）５３２１ － ７０２０　　　　

　　　　　　取締役管理部長  中塚久雄  

１．四半期財務情報の作成等に係る事項

①　四半期財務諸表の作成基準　　　　　　　　　　　　　　：　中間財務諸表作成基準

②　最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無　　　　：　無

③　会計監査人の関与　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　有

　四半期財務諸表については、株式会社東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規

則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づく意見表明のための手続

きを受けております。

２．平成17年12月期第３四半期財務・業績の概況（平成17年１月１日　～　平成17年９月30日）

(1）経営成績の進捗状況

売上高 営業利益 経常利益 四半期（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年12月期第３四半期 6,840 86.8 663 80.9 558 70.7 318 82.9

16年12月期第３四半期 3,662 － 366 － 327 － 174 －

（参考）16年12月期 5,853  625  569  313  

１株当たり四半期
（当期）純利益

潜在株式調整後
１株当たり四半期
（当期）純利益

円 銭 円 銭

17年12月期第３四半期 24,709 36 －  

16年12月期第３四半期 52,127 80 46,025 10

（参考）16年12月期 88,951 44 80,846 16

（注）　売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示す。

(2）財政状態の変動状況

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

17年12月期第３四半期 12,966 3,335 25.7 254,585 60

16年12月期第３四半期 7,274 2,769 38.1 231,459 62

（参考）16年12月期 5,587 2,960 53.0 235,655 34

      （注）16年12月期及び16年12月第３四半期の1株当たり株主資本は、比較の便宜のため16年12月31日現在の株主に

       実施された１：３の株式分割を考慮し、本来の数値の1/3としています。

３．平成17年12月期の業績予想（平成17年１月１日　～　平成17年12月31日）

売上高 経常利益 当期純利益

１株当たり年間配当金

中間 期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

通期 9,300 800 440 2,500  1,250  3,750  

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）33,997円　84銭

　1株当たりの予想当期純利益（通期）は、平成17年12月20日付の普通株式１:２の株式分割は考慮しておりません。

　1株当たりの期末配当金は、平成17年12月20日付普通株式１：２の株式分割を考慮いたしております。
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２．四半期財務諸表等

(1）四半期貸借対照表

  
前四半期会計期間末

（平成16年９月30日）

当四半期会計期間末

（平成17年９月30日）

前事業年度

要約貸借対照表

（平成16年12月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金   3,928,186   4,580,048   2,567,251  

２．売掛金   310,213   499,898   265,386  

３．販売用不動産 ※２  1,160,262   4,560,344   861,716  

４．関係会社短期貸付金   1,030,000   1,200,000   1,030,000  

５．その他   137,726   259,362   89,934  

６．貸倒引当金   △565   △1,946   △115  

流動資産合計   6,565,823 90.3  11,097,708 85.6  4,824,673 86.3

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産           

(1)建物及び構築物  ※１  111,161   100,685   83,154  

(1)その他  ※１  110,817   104,861   95,078  

有形固定資産合計   221,979 3.1  205,547 1.6  178,232 3.2

２．無形固定資産   45,380 0.6  61,474 0.5  71,226 1.3

３．投資その他の資産           

(1)投資有価証券   －   805,003   75,500  

(2)関係会社株式   192,900   597,741   216,000  

(3)その他   247,958   198,874   222,071  

投資その他の資産合計   440,858 6.0  1,601,619 12.3  513,572 9.2

固定資産合計   708,218 9.7  1,868,641 14.4  763,031 13.7

資産合計   7,274,042 100.0  12,966,350 100.0  5,587,705 100.0
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前四半期会計期間末

（平成16年９月30日）

当四半期会計期間末

（平成17年９月30日）

前事業年度

要約貸借対照表

（平成16年12月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．買掛金   82,557   215,347   41,367  

２．短期借入金 ※2,3  3,010,000   2,320,000   400,000  

３．１年以内返済予定の

長期借入金
※2,3  100,000   1,668,000   400,000  

４．１年以内償還予定の

社債
  40,000   805,000   100,000  

５．未払金   403,067   255,946   256,927  

６．その他 ※４  213,591   607,460   244,558  

流動負債合計   3,849,215 52.9  5,871,754 45.3  1,442,853 25.8

Ⅱ　固定負債           

１．社債   200,000   3,015,000   740,000  

２．長期借入金   75,000   304,000   50,000  

３．退職給付引当金   22,209   25,198   22,325  

４．役員退職慰労引当金   64,241   108,916   67,608  

５．預り敷金・保証金   277,910   302,113   283,937  

６．その他   15,587   3,531   20,205  

固定負債合計   654,949 9.0  3,758,760 29.0  1,184,078 21.2

負債合計   4,504,165 61.9  9,630,515 74.3  2,626,931 47.0

           

（資本の部）           

Ⅰ　資本金   732,550 10.1  805,817 6.2  760,900 13.6

Ⅱ　資本剰余金           

１．資本準備金  807,350   875,266   830,350   

資本剰余金合計   807,350 11.1  875,266 6.7  830,350 14.9

Ⅲ　利益剰余金           

１．利益準備金  6,750   6,750   6,750   

２．任意積立金  1,000,000   1,300,000   1,000,000   

３．四半期（当期）未処分

利益
 221,892   325,737   360,931   

利益剰余金合計   1,228,642 16.9  1,632,487 12.6  1,367,681 24.5

Ⅳ　その他有価証券評価差額金   1,334 0.0  22,264 0.2  1,842 0.0

資本合計   2,769,877 38.1  3,335,835 25.7  2,960,773 53.0

負債資本合計   7,274,042 100.0  12,966,350 100.0  5,587,705 100.0
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(2）四半期損益計算書

  
前四半期会計期間

（ 自　平成16年１月１日   

   至　平成16年９月30日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成17年１月１日   

   至　平成17年９月30日 ）

前事業年度

要約損益計算書

（ 自　平成16年１月１日   

   至　平成16年12月31日 ）

区分
注記

番号
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）

Ⅰ　営業収益           

１．営業収入  1,877,885   2,491,991   2,697,972   

２．不動産売上高  1,784,390 3,662,275 100.0 4,348,055 6,840,047 100.0 3,155,448 5,853,421 100.0

Ⅱ　営業原価           

１．営業原価  847,594   1,001,755   1,400,198   

２．不動産売上原価  1,491,364 2,338,959 63.9 4,129,814 5,131,570 75.0 2,743,229 4,143,427 70.8

営業総利益   1,323,316 36.1  1,708,476 25.0  1,709,993 29.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費   956,816 26.1  1,045,475 15.3  1,084,312 18.5

営業利益   366,499 10.0  663,000 9.7  625,681 10.7

Ⅳ　営業外収益  ※１  18,523 0.5  58,319 0.9  24,398 0.4

Ⅴ　営業外費用 ※２  57,813 1.6  162,852 2.4  81,008 1.4

経常利益   327,209 8.9  558,467 8.2  569,071 9.7

Ⅵ　特別利益   417 0.0  －   3,183 0.1

Ⅶ　特別損失   8,379 0.2  582 0.0  17,603 0.3

税引前四半期（当期）

純利益
  319,247 8.7  557,885 8.2  554,651 9.5

法人税、住民税及び事

業税
 158,663   283,510   262,048   

法人税等調整額  △13,574 145,088 4.0 △44,128 239,381 3.5 △20,594 241,453 4.1

四半期（当期）純利益   174,158 4.8  318,503 4.7  313,198 5.4

前期繰越利益   47,733   39,991   47,733  

中間配当額   －   32,757   －  

四半期（当期）未処分

利益
  221,892   325,737   360,931  
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目

前四半期会計期間

（ 自　平成16年１月１日  

 至　平成16年９月30日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成17年１月１日   

   至　平成17年９月30日 ）

前事業年度

（ 自　平成16年１月１日   

   至　平成16年12月31日 ）

１．資産の評価基準及び評

価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式

同左

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式

同左

 ②その他有価証券

時価のあるもの

四半期決算期末日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定）

②その他有価証券

時価のあるもの

同左

②その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

  ③投資事業有限責任組合に類する出

  資の会計処理

  投資事業有限責任組合に類する出

資の会計処理は、匿名組合・任意組

合の純資産及び純損益のうち当社の

持分相当額をそれぞれ投資有価証券

及び収益・費用として計上しており

ます。

  なお、匿名組合・任意組合の純損

益の持分相当額の会計処理について

は、当社の連結子会社が組合事業を

推進し従事する営業者となっている

匿名組合・任意組合への出資に係る

損益は営業損益に計上し、当社の連

結子会社が組合事業の営業者となっ

ていない匿名組合・任意組合への出

資に係る損益は営業外損益に計上し

ております。

 

 (2)たな卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産

個別法による原価法に

よっております。

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産

同左

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産

同左

 

２．固定資産の減価償却の

方法

(1）有形固定資産

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法によっ

ております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　　10年～39年

その他      　　４年～８年

(1）有形固定資産

同左

(1）有形固定資産

同左

 (2）無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェア（自社利

用）については、社内における見

込利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

 (3）長期前払費用

　定額法によっております。

(3）長期前払費用

同左

(3）長期前払費用

同左
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項目

前四半期会計期間

（ 自　平成16年１月１日  

 至　平成16年９月30日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成17年１月１日   

   至　平成17年９月30日 ）

前事業年度

（ 自　平成16年１月１日   

   至　平成16年12月31日 ）

３．繰延資産の処理方法  (1)社債発行費

  支出時に全額費用処理しております。

(1)社債発行費

同左

(1) 社債発行費

同左

 

 (2)新株発行費

　支出時に全額費用処理しております。

（追加情報）

　平成16年７月15日付の新株発行（500

株）は引受証券会社が発行価額で引受

を行い、これを発行価額と異なる募集

価額で一般投資家に販売する「スプレッ

ド方式」の買取引受契約によっており、

募集価額と発行価額との差額が引受会

社に対する手数料となるため、引受証

券会社に対する手数料の支払いはあり

ません。

(2) 新株発行費

　支出時に全額費用処理しております。

（追加情報）

　平成16年７月15日付の新株発行（500

株）は引受証券会社が発行価額で引受

を行い、これを発行価額と異なる募集

価額で一般投資家に販売する「スプレッ

ド方式」の買取引受契約によっており、

募集価額と発行価額との差額が引受会

社に対する手数料となるため、引受証

券会社に対する手数料の支払いはあり

ません。

  　このたびの新株式発行に際し、募

集価額と発行価額の差額総額74,400

千円は、「従来方式」（引受証券会

社が発行価額で引受を行い、同一の

募集価額で一般投資家に販売する方

式をいう）によれば同額が新株発行

費として処理されたものでありま

す。

このため、「従来方式」によった場

合に比べ、資本金及び資本準備金の

合計と新株発行費は74,400千円少な

く、経常利益及び税引前四半期純利

益は同額多く計上されております。

  　このたびの新株式発行に際し、募

集価額と発行価額の差額総額74,400

千円は、「従来方式」（引受証券会

社が発行価額で引受を行い、同一の

募集価額で一般投資家に販売する方

式をいう）によれば同額が新株発行

費として処理されたものでありま

す。

このため、「従来方式」によった場

合に比べ、資本金及び資本準備金の

合計と新株発行費は74,400千円少な

く、経常利益及び税引前当期純利益

は同額多く計上されております。

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討して回収不能見込額を

計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

 (2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当四半期末における退職給付債務

の見込額（自己都合による四半期

末要支給額の100％相当額）に基

づき計上しております。

(2）退職給付引当金

同左

(2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務の見

込額（自己都合による期末要支給

額の100％相当額）に基づき計上

しております。

 (3）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に充て

るため、内規による四半期末要支

給額を計上しております。

(3）役員退職慰労引当金

同左

(3）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に充て

るため、内規による期末要支給額

を計上しております。

５．重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左
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項目

前四半期会計期間

（ 自　平成16年１月１日  

 至　平成16年９月30日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成17年１月１日   

   至　平成17年９月30日 ）

前事業年度

（ 自　平成16年１月１日   

   至　平成16年12月31日 ）

６．重要なヘッジ会計の方

法

(1）ヘッジ会計の方法

　金利スワップ取引については、

金利スワップの特例処理の要件を

満たしているため特例処理を採用

しております。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　金利スワップ取引

ヘッジ対象　　借入金の利息

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

 (3）ヘッジ方針

　借入金の利息に係る金利変動リ

スクをヘッジしております。

(3）ヘッジ方針

同左

(3）ヘッジ方針

同左

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理によっている金利ス

ワップ取引については有効性の評

価を省略しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

７．その他四半期財務諸表

作成のための基本と

なる重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっており、控

除対象外消費税及び地方消費税は、

当四半期の費用として処理してお

ります。

　消費税等の会計処理

同左

　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっており、控

除対象外消費税及び地方消費税は、

当期の費用として処理しておりま

す。

   表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成16年１月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

       ───────────── (四半期貸借対照表)

  前四半期会計期間においては、投資そ

の他の資産「その他」に含めて表示して

おりました投資有価証券（前四半期会計

期間44,644千円）は、当四半期会計期間

において総資産の100分の5以上となった

ため、独立掲記しております。

        ────────────
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注記事項

（四半期貸借対照表関係）

前四半期会計期間末
（平成16年９月30日）

当四半期会計期間末
（平成17年９月30日）

前事業年度
（平成16年12月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

40,751千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

59,718千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

42,351千円

※２．担保に供している資産の額 ※２．担保に供している資産の額 ※２　　  ────────────

販売用不動産 915,286 千円

計 915,286  

販売用不動産 2,800,862 千円

計 2,800,862  

上記に対応する債務 上記に対応する債務

短期借入金 700,000 千円

計 700,000  

短期借入金 1,000,000 千円

１年以内返済予定の

長期借入金
1,350,000

千円

計 2,350,000  

※３．取引銀行との間に貸出コミットメント

ライン契約を締結しており、当該契約

に基づく当四半期末借入実行残高は次

のとおりであります。

貸出コミットメント

の総額

1,000,000 千円

借入実行残高 700,000  

差引額 300,000  

※３　　 ──────────── ※３　　  ────────────

※４．消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の

うえ、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。

※４．消費税等の取扱い

同左

※４　　  ────────────

  ５．保証債務

　関係会社の借入金に対し、次のとおり

債務保証を行っております。

　５．   ──────────── 　５．保証債務

　関係会社の借入金に対し、次のとおり

債務保証を行っております。

㈱船井エステート 1,200,000千円 ㈱船井エステート 1,200,000千円

（四半期損益計算書関係）

前四半期会計期間

（ 自　平成16年１月１日   

   至　平成16年９月30日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成17年１月１日   

   至　平成17年９月30日 ）

前事業年度

（ 自　平成16年１月１日   

   至　平成16年12月31日 ）

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息 16,255千円 受取利息 54,644千円 受取利息 21,746千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの

支払利息 23,428千円

株式公開関連費用 22,325千円

社債発行費 79,900千円

支払利息 58,370千円

社債発行費 16,000千円

支払利息 28,158千円

  ３．減価償却実施額   ３．減価償却実施額   ３．減価償却実施額

有形固定資産 17,534千円

無形固定資産 6,591千円

有形固定資産 16,353千円

無形固定資産 12,402千円

有形固定資産 22,664千円

無形固定資産 9,464千円
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 (リース取引関係)

前四半期会計期間

（ 自　平成16年１月１日   

   至　平成16年９月30日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成17年１月１日   

   至　平成17年９月30日 ）

前事業年度

（ 自　平成16年１月１日   

   至　平成16年12月31日 ）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び四半期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び四半期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額相

当額

（千円）

四半期末

残高相当

額

（千円）

有形固定資産

その他
20,472 3,083 17,388

合計 20,472 3,083 17,388

 
取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額相

当額

（千円）

四半期末

残高相当

額

（千円）

有形固定資産

その他
24,052 6,545 17,506

合計 24,052 6,545 17,506

 
取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額相

当額

（千円）

期末残高

相当額

（千円）

有形固定資産

その他
20,472 3,936 16,535

合計 20,472 3,936 16,535

(2) 未経過リース料四半期末残高相当額 (2) 未経過リース料四半期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 3,346千円

１年超 14,095

合計 17,442

１年内 3,934千円

１年超 13,686

合計 17,621

１年内 3,355千円

１年超 13,253

合計 16,609

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

支払リース料 2,606千円

減価償却費相当額 2,537

支払利息相当額 121

支払リース料 2,695千円

減価償却費相当額 2,608

支払利息相当額 127

支払リース料 3,486千円

減価償却費相当額 3,390

支払利息相当額 167

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 571,401千円

１年超 1,969,850

合計 2,541,251

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 531,260千円

１年超 1,552,770

合計 2,084,030

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 571,401千円

１年超 1,941,179

合計 2,512,580

 (有価証券関係)

　前事業年度、前四半期会計期間及び当四半期会計期間における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは

ありません。
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（１株当たり情報）

前四半期会計期間

（ 自　平成16年１月１日　 

　 至　平成16年９月30日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成17年１月１日　 

 　至　平成17年９月30日 ）

前事業年度

（ 自　平成16年１月１日   

 　至　平成16年12月31日 ）

１株当たり純資産額 694,378円85銭 

１株当たり四半期純利益 52,127円80銭 

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益
46,025円10銭 

１株当たり純資産額 254,585円60銭 

１株当たり四半期純利益 24,709円36銭 

  

１株当たり純資産額 706,966円 2銭

１株当たり当期純利益 88,951円44銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
80,846円16銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益については、潜在株式がありませんので

記載しておりません。

  当社は、平成17年２月14日付で株式１株に

つき３株の株式分割を行っております。

  なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の１株当たり情報については、

以下のとおりとなっております。

前四半期会計期間 前会計年度

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額

231,459円62銭 235,655円34銭 

１株当たり四半期純

利益

１株当たり当期純利

益

17,375円93銭 29,650円48銭 

 潜在株式調整後１

株当たり四半期純利

益

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益

15,341円70銭 26,948円72銭 

　（注）　１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前四半期会計期間

（ 自　平成16年１月１日　 

　 至　平成16年９月30日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成17年１月１日   

   至　平成17年９月30日 ）

前事業年度

（ 自　平成16年１月１日   

   至　平成16年12月31日 ）

１株当たり四半期（当期）純利益金額    

 四半期（当期）純利益（千円） 174,158 318,503 313,198

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

 普通株式に係る四半期（当期）純利益（千円） 174,158 318,503 313,198

期中平均株式数（株） 3,341 12,892 3,521

    

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額    

 四半期（当期）純利益調整額（千円） － － －

 普通株式増加数（株） 443 － 353

 （うち新株引受権） (443) － (353)

希薄化効果を有しないため潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要

    ────────     ────────     ────────
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（重要な後発事象）

前中間連結会計期間
（自　平成16年１月１日
至　平成16年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

 

 

　　

  株式分割

　平成17年９月13日開催の取締役会において株

式分割（無償交付）に関し、下記のとおり決議

いたしました。

（1）株式分割の目的

　投資単価の引き下げ及び当社株式の流動性の

向上、投資家層の拡大を図ることを目的といた

します。

（2）株式分割の方法

　平成17年10月31日最終の株主名簿及び実質株

主名簿に記載または記録された株主の所有株式

数を１株につき２株の割合をもって分割する。

（3）分割により増加する株式数

株式分割前の当社発行済株式数　　13,103株

今回の分割により増加する株式数　13,103株

株式分割後の当社発行済株式総数　26,206株

（4）日程

　基準日

　　　　　　　　　　　　平成17年10月31日

　効力発生・新株交付日

　　　　　　　　　　　　平成17年12月20日

（5）配当起算日

　　　　　　　　　　　　平成17年７月１日

            ────────
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